
1.  重要な会計方針

（1）棚卸資産の評価基準及び評価方法

・ 商品：　総平均法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法

により算定）によっている。

（2）固定資産の減価償却の方法

・ 有形固定資産は、定額法によっている。

・ ソフトウェアは、5年間で均等償却している。

（3）引当金の計上基準

・ 貸倒引当金

　　売上債権等の貸倒による損失に備えるため、回収不能見込額（法人税法上

　に基づく法定繰入率）を計上している。

・ 賞与引当金

　　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に負担すべき

　見込額を計上している。

・ 退職給付引当金

　　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産

　の残高に基づき、期末自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

・ 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく期末要支給額を計上

　している。

（4）リース取引の処理方法

・ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（5）消費税等の会計処理

・ 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用している。

財務諸表に対する注記
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2.  基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科   目

基本財産

基本財産引当資産

小   計

特定資産

退職給付引当資産

本部建物
取得積立資産

小   計

合   計

3.  基本財産及び特定資産の財源等の内訳

 基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科   目

基本財産

基本財産引当資産

小   計

特定資産

退職給付引当資産

本部建物
取得積立資産

小   計

合   計

316,163,591 (　　　　　0) (316,163,591) －

172,535,581 143,628,010 0 316,163,591

613,738,388 (　　　　　0)

1,279,901,979 (7,200,000) (658,963,591) (613,738,388)

(7,200,000) (342,800,000)
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(　　　　　　0) (613,738,388)

188,628,010 160,784,510 1,279,901,979

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）

350,000,000 (7,200,000)

－

－(342,800,000)

350,000,000

350,000,000 0 0 350,000,000

902,058,479

（うち一般正味財産
からの充当額）

前期末残高 当期増加額

45,000,000 160,784,510

当期減少額

729,522,898 613,738,388

0

188,628,010

（単位：円）

350,000,000

当期末残高

160,784,510 929,901,979

1,252,058,479

(613,738,388)

(うち負債に対応する
額)

0

（単位：円）

350,000,000

(316,163,591)0929,901,979



4.  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

       （単位：円）

科   目

その他固定資産

　建  　　 物

　付 属 設 備　　

　構　築　物

　車両運搬具　

　什 器 備 品

　ソフトウェア

合   計

5.  補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

       （単位：円）

補助金等の名称

基本財産

　寄 付 財 産

7,200,000合  　　　　 計
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日本赤十字社　他 7,200,000 0 0 7,200,000 指定正味財産

7,200,000 0 0

交付者
前期末
残高

当期
増加額

当期
減少額

当期末
残高

貸借対照表上
の記載区分

93,517,345 80,011,679 13,505,666

486,817,409 414,814,001 72,003,408

55,729,480 41,961,178 13,768,302

6,808,980 6,794,064 14,916

3,904,569 3,904,568 1

255,582,354 214,086,226 41,496,128

71,274,681 68,056,286 3,218,395

取得価額 減価償却累計額 当期末残高



6.  その他

（1）退職給付関係

　　 退職給付関係は、次のとおりである。

  ・ 採用している退職給付制度の概要

      確定給付型の制度として、退職一時金制度及び、確定給付企業年金制度を設けている。

  ・ 退職給付債務及びその内訳

　　（単位：円）

　① 退職給付債務

　② 年金資産

　③ 退職給付引当金　（①＋②）

  ・ 退職給付費用に関する事項

　　（単位：円）

　① 勤務費用

　② 退職給付費用　（①）

  ・ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
 退職給付債務の計算にあたっては、期末自己都合要支給額100％によっている。

 （2）リース取引関係

　　（単位：円）

未経過リース料 26,070,312 38,544,187 64,614,499
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1年以内 1年超 合　　計

△ 1,003,122,430

261,748,055

△ 741,374,375

44,552,514

44,552,514

  ・ オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料



（3）賃貸不動産関係

　当法人は東京都において、元供給基地・元職員住宅等を保有しており、これらの物件を賃貸して

収益を得ております。令和6年3月期における、当該賃貸不動産に関する当期経常増減額は、

13,841,220円、当期経常外増減額は0円です。

　賃貸不動産の貸借対照表計上額及び当期会計年度における主な変動並びに決算日における時価

及び当該時価の算定方法は以下のとおり。

（注1）　　貸借対照表計上額は、取得価格から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

金額です。

（注2）　　当期増減額のうち、主な減少額は減価償却によるものです。

（注3）　　当期末の時価は、主として直近の公示価格、不動産鑑定評価基準を基に当法人で算定

した金額です。

444,090,433451,198,583 △ 3,096,860 448,101,723
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　　（単位：円）

貸借対照表計上額

当期末の時価
前期末残高 当期増減額 当期末残高


